
Ⅰ A03 水素エネルギ 一の普及とエネルギー 自給の促進策 
一 地熱 ヱ ネルギーの活用可能性の 検討 一 

1. はじめに 

0 住吉洋一郎，亀岡秋男，井川康夫 ( 北陸先端科学技術大学院大 ) 

表 1,2 年度未設備容量 (%)  表 1.3 発電電力量 (%) 
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現在の日本では、 エネルギー安定供給・ 環境保全・ 

経済成長が大きな 課題となっている。 しかも、 これら 

は同時に達成されなければならない。 ェ ネルギ一の問 

題については、 省エネルギ一の 取組みもあ るが、 ェネ、 

ルギ一の問題については、 同時に新エネルギ 一の開発 

と普及に向けた 政策も必要であ る。 こうした中、 水素 

エネルギーはエネルギー 効率と環境調和性に 優れてお 

り、 将来の技術革新の 鍵を握ると考えられる。 日本も 

ェ ネルギ一政策の 一環で水素エネルギーを 推進してい 

るが、 現状では水素エネルギー 普及に向けての 課題は 

多い。 水素エネルギーは 二次 ェ ネルギ一であ り、 これ 

を製造するための 一次 ェ ネルギ一の確保をどこに 求め 

るのかについても 検討が必要であ る。 

そこで、 水素エネルギーを 製造するための 安定的 

自給エネルギー 源と水素エネルギーを 日本で普及さ 

せるための促進策を 検討してみたい。 

2, 日本のエネルギー 供給を巡る現状 

2000 年度の原油に 換算した一次 ェ ネルギ一の 供 

総量は 6 億 400 万 kL 、 一般電気事業用の 年度未発電 

設備容量は 2 億 2913 万 kW 、 一般電気事業用の 発電 

電力量は、 9400 億 kWh であ り、 いずれも増加傾向 

であ る。 以下に電源別割合を 図で示す。 

表 1.1 一次エネルギー 供給 (%) 

石 油 52 

石 炭 Ⅰ 8 

天 然 ガ ス 13 

原 子 力 12 
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3. 日本におけるエネルギー 資源の現状 

日本で供給されているエネルギー 資源の状況および、 

「新エネルギー 利用等の促進に 関する特別 L 置法 」 

において規定された 新 エネルギ一の 概要を述べる。 

3. 1  石油資源 

日本の ェ ネルギ一の石油への 資源依存率は 52% と 

非常に多く、 経済への影響も 大きい。 オイルショッ 

クの経験から 石油備蓄など 安定供給に努めてきた [1l 。 

3. 2  石炭資源 

石炭資源の供給量は 緩やかに増加しているが、 国 

内の炭鉱 数と 労働者は 20 世紀後半から 減少してい 

る。 国内炭鉱における 採炭箇所の深部化・ 奥部化の 

進展等の要因により、 国内炭の採炭コストは 他の、 海 

外炭鉱と比較して 相対的に高く、 エネルギー源とし 

てあ まり期待できない [4l 。 

3. 3  天然ガス資源 

現在、 日本に対する LNG の供給元は、 アジア・ 太 

平 洋地域がその 75% を占めている。 天然ガスの採掘 

を目指すプロジェクトもあ り、 例えばサハリンプロ 

、 ジェク ト はエネルギー 安定供給上重要な 政策で、 供 

給の選択肢を 拡大することができる [3l 。 
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3. 4  原子力資源 

2002 年度の発電電力量に 占める原子力の 比率は 

31.2% で他のエネルギーを 上回っている。 原子力発電 
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は 火力発電に比べ、 発電原価中の 燃料購入費用の 割 

合が低いのが 特長であ るが、 社会的な合意形成には 

問題を残している [5l 。 

3, 5  水力資源 

水力はかつて 重要な地位を 占めていたが、 現在は 3% 

で少なくなっている。 自然保護の観点から 立地が制限 

され、 今後の増加は 期待できない。 水力の特長は 用水 

発電方式による 電力貯蔵 で昼間の電力で 揚水し夜間に 

発電することに ょ り、 ピーク電力調整をしている。 ま 

た、 水の量は季節によって 変化するため、 春と秋にた 

めて、 夏と冬に大量消費する 方式もあ る [6l 。 

3. 6  地熱資源 

火山国であ る日本には潜在的に 大量の地熱資源が 

あ る。 しかし、 現在活用されている 地熱は地下 1000m 

付近の比較的浅い 部分で異常に 高温な号俸が 対象で 

あ る。 この岩 体 に地表水が浸透し 熱せられると 温泉 

水や高温の蒸気を 発生する。 2000 年の日本における 

地熱発電量は 3,103GWh でアメリカの 13,142GWh 

やメキシコの 5,075GW Ⅱに次ぐ世界第 3 位であ る。 

地熱開発は中長期的には 原油等の価格上昇により 経 

済的にも化石燃料資源と 十分競合できる 見込みがあ 

るが、 現状では各プロジェクトともリードタイムの 

長さ、 開発コストの 高さなどから 事業の展開が 難し 

い状況であ る [2l[11l[13l 。 

3, 7  新エネルギー 

自然 ェ ネルギ一に含まれる 風力、 太陽光、 バイオマ 

スおよび水素 ェ ネルギ一に関して 概略を述べる。 

新 エネルギ一の 導入には、 ①石油代替エネルギーと 

してエネルギー 安定供給の確保に 資する、 ②クリー 

ンェ ネルギ一のため、 環境に与える 負荷が小さい、 

③新規産業・ 雇用創出に寄与、 ④分散型エネルギー 

システム、 ⑤電力の負荷平準化 ( ピークカット 効果 ) 

に寄与などの 効果が期待されている。 

風力は、 近年非常に普及しており 無尽蔵 で夜間にも 

発電できるものの、 自然条件に大きく 左右され、 また 

羽の騒音や景観など 周辺に被害を 及ぼす恐れもあ る。 

太陽光は、 太陽電池の発展により 家庭レベルでも 普 

及 が進んでいろ。 設備を比較的簡単に 設置することが 

でき、 保守しやすいが、 自然条件に左右されやすい。 

バイオマスについては、 新エネルギーとして 利用を 

目標とされているものは、 現在では一般・ 産業廃棄物 

の焼却などであ る。 

水素エネルギー (2 次 ) はガソリンや 天然ガスな 

どにかわる新しいエネルギーとして 自動車等へ活用 

を 模索し、 普及への取組みも 始まっている。 水素は 

無色・無臭の 最も軽い物質で、 地球上には単体では 

ほとんど存在せず、 電気分解・熱分解等によって 製 

造され、 燃料電池用として 携帯や輸送できる。 また、 

蓄積できることも 特長であ る [12l 。 

4.  エネルギ一の 比較対照評価 

各 エネルギーを 以下の項目に 基づいて比較対照する。 

①地理・気候条件に 関係なく安定供給できる 

② C02 の排出量が極小あ るいは無い 

③日本国内で 自給できる 

表 2.1 エネルギ一対照表 ( 携帯同 ) 

表 2.2  ェネルギ一対照表 ( 携帯不可 ) 

5. 地熱・水素エネルギー 利用システムの 可能性 

ここでは、 エネルギー自給量を 増やすため地熱 

エネルギーから 水素エネルギーを 製造し、 活用する 

システムについて 考える。 

5. Ⅰ 京都議定書のインパクト 

地球温暖化による 海面上昇を防止するための 国際 

的枠組みを 1997 年に制定した。 日本における CO2 

の排出量を 2010 年までに 1990 年時の排出量の 6% 
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削減を目標としている。 これは、 水素エネルギー 資 

源への転換の 圧力となっているⅢ。 

5. 2  エネルギー侍医 

2003 年 5 月 23 日、 青森県にあ るむつ小川原開発 

地域 (16 市町村 ) 及び八戸市が 環境・エネルギー 産 

業創造侍医に 認定された。 環境・ ェ ネルギ一分野に 

おける幅広い 実証やノウハウの 蓄積を図り、 エネル 

ギー最適利用モデルや 温室効果ガス 排出削減モデル 

の 先進地域への 実現を目指す。 

特区は 、 畑作・酪農地帯・ 菜の花畑などがあ るた 

めバイオマス 資源が豊富であ り、 バイオマスから 水 

素エネルギーを 製造する計画が 既にあ るⅢ。 

5. 3  自動車の水素利用 

電気自動車は、 排気ガスを出さないため 普及が期 

待されており、 減速・下り坂を 走るときにエネルギ 

ーを回収する 利点があ る。 しかし、 普通充電の充電 

時間は 8 時間程度で急速充電の 充電時間は 30 分かか 

る 。 時間の長さに 伴 う 電気スタンドの 確保、 自動車 

の価格を下げることが 今後の課題であ る。 

燃料電池 車は 、 水素と酸素の 化合により発電し 、 

熱と水を出す。 電気自動車のように 長時間充電する 

必要がなくなり、 既存 車 と同様に燃料を 補充するこ 

とで長距離走行できる。 しかしまだ開発途上であ る 

ため、 価格や性能などが 今後の課題であ る [8l[10l 。 

6. 2  アイスランドの 地熱エネルギー 

アイスランドでは 過去 1 万年の間に、 平均して 5 

午に一度のぺ ー スで噴火が起きている。 中央を走る 

地溝帯を中心に 毎年東西に 2 ～ 3cm 広がり続く。 代 

表 的地熱地帯では、 水は地熱からの 蒸気によって 

100 でまで熱せられ、 高さ 400m の所にあ る貯水タン 

クまで汲み上げられる。 そこから熱湯を 50km 離れ 

たタンクステーションにパイプラインで 送る。 熱湯 

が 到着した時も 97 。 C に保たれている。 

地熱発電設備容量は 172MW で、 地熱シェアは 世 

界第 4 位の 13.9% 。 であ る [9l[15l 。 

6. 3  アイスランドの 水素エネルギー 

地熱エネルギーから 水素エネルギーへの 変換効率 

は 10% であ る。 はじめに地熱エネルギーを 水酸化ナ 

トリウムに電気分解するが、 その際の変換効率は 

12% で、 その次に水素 ェ ネルギ一に変換する 際の効 

率は 85% であ る。 

1999 年、 アイスランド 政府のバックアップでエ 

コ・ エ ナジ一社を設立し、 その会社を筆頭にドイツ 

の自動車会社 DaimlerChrysleI@ 、 オランダの燃料会 

社 RoyalDutchShell 、 ノルウェ一の 電力会社 N0rsk 

Hydro の出資を受けて IcelandicNewEner 酊 社を 

設立した。 水素の生産・ 貯蔵 ・輸送に関するシステ 

ムの構築が主な 目的であ る [14l 。 

6. 事例 : アイスランドのエネルギー 利用 

地熱エネルギーから 水素エネルギーを 製造する政 

策は既にアイスランドで 行われている。 これをケー 

ス・スタディとして 日本での利用の 可能性について 

考える。 

6. Ⅰ アイスランドと 日本の共通点 

アイスランドと 日本は 、 ①石油による 自給が困難 

で石油危機を 経験し、 ②火山が多く、 温泉水を確保 

しやすく、 ③漁業が盛んなため、 エネルギー資源に 

よって周辺の 海を汚すことを 避けたいと考えており   

また、 ④陸上国境のない 島国でもあ る。 

これらの比較対照分析により、 ①②③の条件を 、 満 

たすのは地熱 ェ ネルギ一であ り、 これをどこへでも 

携帯し輸送もできる 水素エネルギ 一に変換すること 

ができれば大きな 効果が得られることがわかる。 

7. 燃料電池車への 取組み 

東京モーターショ 一には燃料電池車を 開発し発表し 

ている。 2003 年 11 月 5 日 ( 水 ) 、 ショ一にて数社の 方々 

より、 価格についての 取材に応じていただいた。 

表 3  各自動車会社の 希望販売価格 
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8. 水素・地熱ハイプリッドエネルギーシステム 

の可能性 

水素 ェ ネルギ一については、 2004 年 6 月に第 15 

回世界水素 ェ ネルギ一会議 ( 水素エネルギー 協会主 

催 ) が 横浜で開催された。 NEDO による燃料電池開発 

や水素ステーションなどの 社会インフラの 構築に向 

けた政策も打ち 出され、 積極的に官民あ げての取組 

みがなされている。 資源エネルギー 庁は水素・燃料 

電池実証プロジェクトで 2002 年から現在にかけて、 

首都圏に 11 ケ 所の水素ステーションを 設立し、 複数 

の燃料会社が、 アルカリ入電解など 多様な方式で 製 

造を試みている。 ただし水素エネルギ 一の課題には、 

①ステーション 機器の標準化と 低コスト化 、 ②設置 

面積縮小のためのステーション 機器の小型化、 ③ 機 

器 の 高 効率化・高性能化・ 信頼性の確立、 ④水素貯 

蔵 機器の技術開発などが 挙げられている。 

地熱 ェ ネルギ一については、 多くの課題が 残され 

ている。 地熱エネルギーは、 日本の自然エネルギー 

源 としてきわめて 大量にあ り、 現在の地熱発電所は、 

九州地方阿蘇山周辺と 東北地方北部に 集中しており   

離島では八丈島にあ る。 しかし大きな 問題点は 、 ① 

火山地帯であ るため硫黄分の 高いガスの発生により 

ロータ一などの 設備・設置が 酸化腐食する 可能性が 

あ る、 ②蒸気成分に 含まれるカルシウムやけい 素が 

配管に詰まる 恐れがあ る、 ③発電による 騒音が大き 

く住宅地付近では 発電が困難であ り、 ④国立公園の 

保護や温泉地と 協調する必要性などにより 制約され 

ていることなどであ る。 

しかし、 携帯や輸送できる 水素エネルギ 一の普及 

により、 地熱 ェ ネルギ一の使用は 日本エネルギー 自 

給の観点から 大きな構造変化を 起こす可能性が 見ら 

れる。 アイスランドは 島国であ り、 自給だけでなく 

水素エネルギーを 輸出する計画があ る。 日本におい 

ても周辺には 離島が多くかっ 火山地帯にあ り、 豊富 

な地熱資源が 見込まれる。 現在の技術レベルでは 現 

在の地熱発電水蒸気利用による 方式だけでは く 、 新 

規の方法も含めて 本格的に新たな 技術開発の可能性 

を探索する意義は 十分あ ると思われる。 水素 ェ ネル 

キー と地熱エネルギーとの 融合により、 エネルギ 

ー・イノベーションを 起こす可能性があ ると考える。 

9. おわりに 

水素・地熱ハイブリッドエネルギーシステムの 開 

発については、 エネルギー侍医等の 施策により、 離 

島の地域活性化目的から 試行することにより、 日本 

の 一部地域から 始めても課題の 解決につながると 考 

えられる。 

今後の研究課題として、 地熱と水素 ェ ネルギ一の 

融合という視点から 技術的ブレークスルーおよび 社 

会 ・経済システムについて 検討していきたい。 
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